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想定質問や検討の視点から要点をつかむ

ファイナンス実施時の株主・投資家との対話
特集
手法
別

（図表７）　千葉興業銀行第六種優先株式の主な条項
権利等の性質 内　容
剰余金の配当 非累積・非参加型の優先配当権の付与
残余財産の分配 非参加型の残余財産分配権の付与
議決権 議決権なし
譲渡制限 譲渡制限（ただし、TOBへの応募、相続等の場合は

承諾不要）
強制転換条項 おおむね10年後に発動する普通株式を対価とする

強制転換条項あり
強制償還条項 おおむね５〜６年後以降（金融庁の事前確認が必

要）、金銭を対価とする強制償還条項あり（元本＋配
当相当額確保）

Ⅲ
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
債
は
商
品
性
の
特
徴
を
丁
寧
に

社
債
に
よ
る
資
金
調
達
時
の

対
話
の
ポ
イ
ン
ト

は
じ
め
に

近
年
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
に
よ
る
投

資
家
の
要
求
利
回
り
の
低
下
や
、
企
業
の

経
営
効
率
を
判
断
す
る
指
標
と
し
て
Ｒ
Ｏ

Ｅ
が
注
目
さ
れ
、
エ
ク
イ
テ
ィ
に
よ
る
資

金
調
達
を
躊
躇
す
る
傾
向
が
強
ま
っ
た
こ

と
等
に
よ
り
、
新
規
の
社
債
発
行
が
増
加

傾
向
に
あ
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
普
通
社
債

の
発
行
の
み
な
ら
ず
、
後
述
の
ハ
イ
ブ

リ
ッ
ド
債
等
、
複
雑
な
商
品
設
計
に
よ
る

社
債
の
発
行
が
増
加
し
た
ほ
か
、
国
内
募

集
に
加
え
、
海
外
で
の
債
券
発
行
も
増
加

し
て
い
る
。
も
と
も
と
社
債
は
、
エ
ク
イ

テ
ィ
性
の
資
金
調
達
手
法
と
比
べ
調
達
期

間
や
調
達
コ
ス
ト
が
抑
え
ら
れ
る
傾
向
に

あ
る
こ
と
に
加
え
、
発
行
登
録
制
度
や
Ｍ

前
記「
普
通
株
式
」⑴
の
と
お
り
、
公
募

に
よ
る
資
金
調
達
は
そ
の
規
模
か
ら
議
決

権
比
率
の
希
薄
化
の
影
響
が
大
き
く
な
り

得
る
が
、
千
葉
興
業
銀
行
の
公
募
に
よ
る

資
金
調
達
は
、
希
薄
化
の
影
響
を
回
避
可

能
な
商
品
設
計
と
さ
れ
て
い
る
点
に
特
徴

が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
第
六
種
優
先
株
式

は
無
議
決
権
株
式
で
あ
る
た
め
、
発
行
時

点
に
お
い
て
普
通
株
式
数
の
増
加
は
生
じ

な
い
。
第
六
種
優
先
株
式
に
は
普
通
株
式

を
対
価
と
す
る
強
制
転
換
条
項
が
付
さ
れ

て
い
る
た
め
、
約
10
年
後
に
普
通
株
式
に

転
換
さ
れ
た
場
合
に
は
希
薄
化
が
生
じ
る

こ
と
と
な
る
。
た
だ
し
、
一
定
の
条
件
を

満
た
す
場
合
、
約
５
〜
６
年
後
以
降
に
千

葉
興
業
銀
行
が
金
銭
を
対
価
と
し
て
第
六

種
優
先
株
式
を
取
得
で
き
る
強
制
償
還
条

項
も
あ
わ
せ
て
付
さ
れ
て
い
る
た
め
、
当

該
強
制
償
還
条
項
に
よ
る
金
銭
で
の
早
期

償
還
が
実
現
し
た
と
き
に
は
、
希
薄
化
の

影
響
を
回
避
で
き
る
商
品
設
計
と
な
っ
て

い
る
。

⑷　
そ
の
他
の
種
類
株
式
に
よ
る

資
金
調
達
事
例

Ｑ
：
そ
の
他
の
種
類
株
式
を
活
用
し
た
資

金
調
達
事
例
は
あ
る
か
？

そ
の
他
の
種
類
株
式
を
活
用
し
た
資

金
調
達
事
例
と
し
て
特
筆
す
べ
き
も

の
と
し
て
は
、
２
０
１
４
年
３
月
の

CY
BER

D
Y
N
E

に
よ
る
複
数
議
決
権
型

種
類
株
式
を
利
用
し
た
東
証
マ
ザ
ー
ズ
へ

の
上
場
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
の
事
例
は
、

２
０
０
８
年
に
東
京
証
券
取
引
所
に
お
い

て
議
決
権
種
類
株
式
の
上
場
制
度
が
整
備

さ
れ
て
以
来
、
当
該
制
度
に
基
づ
く
初
の

上
場
案
件
と
し
て
注
目
を
集
め
た
。
複
数

議
決
権
型
種
類
株
式
に
よ
る
資
金
調
達
と

は
、
一
般
に
は
、
上
場
時
に
議
決
権
種
類

株
式
を
発
行
し
、
た
と
え
ば
創
業
者
等
の

特
定
の
者
に
１
株
当
た
り
10
議
決
権
を
有

す
る
種
類
株
式（
10
株
１
単
元
）を
付
与
す

る
一
方
で
、
１
株
当
た
り
１
議
決
権
の
株

式（
１
０
０
株
１
単
元
）の
み
を
上
場
さ
せ

る
こ
と
に
よ
り
、
一
定
の
議
決
権
割
合
を

創
業
者
等
に
確
保
し
つ
つ
、
上
場
に
よ
り

資
本
市
場
を
通
じ
た
資
金
調
達
を
可
能
と

す
る
も
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
複
数
議
決
権
型
種
類
株
式

の
上
場
は
、
金
融
商
品
取
引
所
の
定
め
る

厳
格
な
審
査
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
が
要

求
さ
れ
る
た
め
、
多
く
の
会
社
で
認
め
ら

れ
る
と
は
い
い
難
い
。
し
か
し
、
種
類
株

式
の
設
計
次
第
で
は
、
発
行
会
社
の
支
配

権
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ

と
が
可
能
に
な
る
こ
と
を
示
す
事
例
と
い

え
る
。
今
後
も
上
場
会
社
に
よ
る
資
金
調

達
の
手
法
と
し
て
種
類
株
式
を
利
用
し
た

資
金
調
達
を
、
企
業
が
戦
略
的
に
活
用
す

る
場
面
が
増
え
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。


